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１．本研究会設置の背景及び目的 

優良な不動産ストックを維持、形成していくためには、不動産への長期安定的な資金循環が必

要であり、これまでも、不動産市場の活性化、透明性・信頼性の向上を図るため、国土交通省で

は、不動産情報の提供等に努めてきたところである。 
近年、地球規模での環境問題が深刻化する中、優良な不動産ストックの形成に向け、「環境」を

テーマとして不動産の価値向上を図る取組が注目されている。我が国においても、高い技術力を

活かした省エネ効果の高い建築の事例や、屋上緑化や緑地の配置により地域環境の向上をもたら

した不動産の事例が増えてきている。また、これらの不動産の環境価値を評価するための建築物

総合環境価値評価システム｢ＣＡＳＢＥＥ｣等の普及も進んできている。 
諸外国においても、環境価値の向上に関する技術開発、緑地等の整備に加え、不動産市場にお

ける環境に配慮した不動産への投資が注目され、経済的メリットに関する調査研究も進められて

きている。 
 一方、我が国の不動産投資市場においては、省エネなどサステイナビリティの向上に資する環

境性能の重要性は認識されているとはいえない状況にある。しかしながら、エネルギー資源の高

騰やＣＯ2 削減の緊急性等の昨今の状況を鑑みれば、投資対象の環境配慮は将来的なリスク要因

の低減等、長期的には投資の安定化をもたらすものであり、市場において不動産の環境配慮が把

握できる適切な情報等が求められている。 
国土交通省では、「環境」をテーマにして不動産の価値を高め、優良な不動産ストックの維持・

創出を図るため、国内外の環境価値の高い不動産（本報告書では、「環境不動産」という）を巡る

状況や投資動向等の現状把握、環境不動産が多様な関係者に認識・評価されるとともにこれを長

期的な資金の安定的な循環につなげていくための方策の検討、課題の整理を行うことを目的とし

て、平成 20 年 12 月から「不動産における「環境」の価値を考える研究会」（座長：野城東京大

学生産技術研究所教授）を設置し、検討を進めてきた。 
平成 20 年度は計３回の研究会を開催した。その開催日時と議事内容は表１の通りである。平成

20 年度の研究会のメンバーに関しては表２の通りである。 
 
 

表１ 「不動産における｢環境｣の価値を考える研究会」の概要 

 

  開催日時 議事内容 
第１回 平成 20 年 12 月 19 日 ・検討の背景・方向性・方針 

・環境と不動産を巡る昨今の状況 
・不動産に関わる環境要素の整理 
・環境不動産の活性化に向けた課題の整理 
・海外調査について（ヒアリングの対象・項目の確認）

第２回 平成 21 年 2 月 18 日 ・海外調査の報告 
・施策の方向性 

第３回 平成 21 年 3 月 19 日 ・環境不動産の普及に向けた施策の方向性について 
・今後の取組（案） 

 



 

 
表２ 不動産における「環境」の価値を考える研究会 委員・オブザーバー名簿 
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 東京大学大学院経済学研究科 講師 

オブザーバー 

 後藤
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 和夫
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 独立行政法人都市再生機構 都市環境企画室長 

 須田
す だ

 英男
ひ で お

  国際公共政策研究センター 主任研究員 

 山 本
やまもと

 明
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 東京都環境局都市地球環境部 計画調整課長 

 信
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 横浜市都市経営局 都市経営戦略担当理事 
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 環境省 総合環境政策局環境経済課 課長補佐 
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 国土交通省総合政策局不動産業課  不動産投資市場整備室長 
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  国土交通省都市・地域整備局公園緑地・景観課  緑地環境室長 
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 英和
ひでかず

 国土交通省住宅局住宅生産課  企画専門官 

 



 

国内外の環境不動産の投資市場に係
る現状把握、調査・分析

１．「A：不動産の環境価値」に関する動向
２．「B：環境投資」に関する動向
３．「C：不動産投資」に関する動向

４．環境不動産投資に関する動向

日本国内の動向整理 海外の動向整理

環境不動産の普及に向けた今後の課題

不動産における
「環境」の価値を
考える研究会の
委員・オブザー
バーによる意見・
情報等

調査の基本的な考え方

米国・英国・フラ
ンスにおけるヒア
リング調査

２．平成 20 年度の検討項目 

 平成 20 年度は以下の内容について、不動産における「環境」の価値を考える研究会の委員・オ

ブザーバーによる意見・情報や、米国・英国・フランスにおけるヒアリング調査等を踏まえ、検

討を行った。調査報告書〔別添「平成 20 年度不動産投資市場における環境対策に関する情報収集

等調査報告書」参照〕はプレゼンテーションのスタイルとしてとりまとめた。 
１．本研究会における調査の基本的な考え方 
・本調査の検討背景、本調査の基本的な考え方の整理 
・本研究会の要綱 

２．国内外の環境不動産の投資市場に係る現状把握、調査・分析 
・「不動産の環境価値」に関する動向の調査 
・「環境投資」に関する動向の調査 
・「不動産投資」に関する動向の調査 

３．環境不動産の普及に向けた今後の課題 
・環境不動産の普及に向けた今後の課題の取りまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

図 調査フロー 



 

３．環境不動産の普及に向けた今後の課題 

平成 20 年度は環境不動産の普及に向けた不動産市場における条件整備を進めるための基礎と

なる情報収集として海外の動向を把握した上で、国内の現状を踏まえた環境不動産の普及に向け

た今後の課題について、①不動産における環境価値の評価軸の整理、②環境価値の共有化を図る

仕組みの構築、③環境不動産の「価値」を評価・分析するための情報収集・提供体制の検討の３

点に取りまとめた1。それぞれの概要を以下に記す。 
 
①不動産における環境価値の評価軸の整理 
 多様な主体間で不動産における環境の価値の共有化を図る前提として、不動産における環境価

値の対象などを整理しておく必要がある。本研究会においては、喫緊の課題となっている温暖化

対策としての CO２削減だけでなく、同様に地球規模での対応が必要とされている生物多様性の

保全や、生産性・快適性の向上、緑地の存在価値などの環境価値についても、中長期的な視野か

ら検討することが望ましいとされた。 
 
②環境価値の共有化を図る仕組みの構築 
 多様な主体間で環境価値を共有化するためには、環境不動産における環境価値を明確化した上

で、環境不動産の運営に係る主体間のルール（例えば、オーナーとテナント間や開発者とユーザ

ー間など、各々の主体の環境価値による利益の授受や負担を配分する仕組みなど）を構築してい

くことが求められる。本研究会では、環境不動産の運営に関するルールのモデルを作成し、その

有効性を検証していくことにより、環境価値の共有化を図る仕組みの構築がなされることが望ま

しいとされた。 
 
③環境不動産の「価値」を評価・分析するための情報収集・提供体制の検討 
 環境不動産の普及のためには、その「価値」を評価・分析するための情報収集・供給体制の構

築が必要である。本研究会では、環境不動産の定量的な経済効果を表すデータ等の情報蓄積が必

要であるとされた。収集すべき情報としては、不動産の性能評価と使用者のエネルギー消費量等

と評価の関係、建物の単年度の運用エネルギーやライフサイクルコストから見た運用エネルギー、

環境リスクとしての将来の環境・エネルギー関連規制やエネルギー需給の動向によるエネルギー

コスト動向、CO２排出量・コスト等の定量的なデータのほか、生産性向上や緑、景観の効果等、

定性的なデータも検討すべきとされた。また、これらのデータの収集と同時に、どのような主体

が情報を必要とするか、どの主体がどのような方法で情報収集するか、どのような方法で情報提

供するかなどについて検討する必要がある。 
 

                                                  
1 その他、本研究会では、環境不動産普及のための政策的支援措置・規制の重要性に関する意見

も多数出た。 


